
開催日時

開催場所

第53回 定時株主総会

招集ご通知
2025年５月29日（木曜日）
午前10時（開場午前９時）

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿ＮＳビル30階ＮＳスカイ
カンファレンス ホールＡ・Ｂ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

株主の皆様におかれましては、株主総会会
場において、感染防止の措置を講じる場合
がありますので、ご協力賜りますようお願
い申し上げます。

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案
取締役(監査等委員であ
る取締役を除く。)5名選
任の件

第４号議案 監査等委員である取締役
4名選任の件

セントラル警備保障株式会社
証券コード：9740
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証券コード ９７４０
2025年５月12日

（電子提供措置の開始日2025年5月7日）
株 主 各 位

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号新宿ＮＳビル
株式会社

代 表 取 締 役
執 行 役 員 社 長市 川 東 太 郎

第53回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第53回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに

「第53回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.we-are-csp.co.jp

また、上記のほか、東京証券取引所(東証)のウェブサイトにも掲載しております。
ウェブサイト https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名に当社名、又はコード欄に当社証券コード
「9740」を入力し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択し、「縦覧書類」にある「株主総会招
集通知/株主総会資料」の最新版をご確認ください。
本株主総会につきましては、書面又はインターネットにより議決権を行使することができますの

で、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、4ページから5ペー
ジのご案内に従って2025年５月28日（水曜日）午後５時までに議決権を行使いただきたく、お願い
申し上げます。

敬 具
記

１. 日 時 2025年5月29日（木曜日）午前10時（開場午前９時）
２. 場 所 東京都新宿区西新宿二丁目４番１号

新宿ＮＳビル30階ＮＳスカイカンファレンス ホールＡ・Ｂ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３. 目 的事項
報告事項 １．第53期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第53期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）計算書類報告の件
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決議事項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除く。)5名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役4名選任の件

以 上
当日ご出席の際はお手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
本電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
以下のいずれかの方法により、議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使
書

議決権行使
書

株主総会へご出席 書面による議決権行使

株主総会開催日時

2025年５月29日（木曜日）
午前10時

2025年５月28日（水曜日）
午後５時到着分まで

行使期限

重複して行使された議決権の取扱いについて

ご不明な点につきましては、以下にお問い合わせくださいますようお願い申し上げます。
株主名簿管理人　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

インターネットによる議決権行使について 0120-652-031（9:00～21:00）
0120-782-031（平日9:00～17:00）その他のご照会

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、
会場受付にご提出ください。
開会直前には会場受付が大変混雑いたします
ので、お早めのご来場をお願い申し上げます。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示いただき、行使期限までに当社株主
名簿管理人に到着するようご返送ください。
議決権行使書面において、議案に賛否の表示
がない場合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

（１）書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取扱わせ
ていただきます。

（２）インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取扱わせていただきま
す。
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機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた場合には、当該プ
ラットフォームにより議決権をご行使いただけます。

電磁的方法（インターネット）による議決権行使

行使期限

2025年５月28日（水曜日）
午後５時行使分まで

パソコン、スマートフォン又は携帯電話等から、
議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

①議決権行使ウェブサイトへアクセスする

「次へすすむ」をクリックしてください。

②ログインする

以降は画面の案内に従って
ご入力ください。

にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行
使コード及びパスワードをご利用のうえ、画面の案内に従
って議案に対する賛否をご登録ください。

※ 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際の接続料金及び通信料金等は株主
様のご負担となります。

※ インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、
議決権行使ウェブサイトをご利用いただけない場合があります。

同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使
コード」をご入力いただき、「ログイン」をクリック
してください。

バーコード読取機能付のスマートフォン又は携帯
電話等を利用して左の「QRコード※」を読み取
り、議決権行使ウェブサイトにアクセスするこ
とも可能です。
※ QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録
商標です。
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株主総会ライブ配信のご案内

当日ご来場を見合わせていただいた株主さまにおかれましては、インターネット
で株主総会の模様をライブ配信いたしますので、ご視聴ください。
なお、本ライブ配信はご視聴のみとなりますので、予めインターネットなどによ

り議決権を行使いただけますようお願い申し上げます。

1. 配信日時
2025年５月29日(木)午前10時から株主総会閉会まで
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3. ご視聴に関する注意事項
① 会社法第314条に基づくご質問などはできませんので予めご了承ください。
② ご利用される機器やインターネットの通信環境により、映像や音声に不具合が生じる場合がございますので、予
めご了承ください。

③ ご視聴に伴う通信料金などは株主さまのご負担となります。
④ 音声及び映像データの公開を目的とした、音声・動画の録画はご遠慮ください。
⑤ ID及びパスワードの第三者への提供は固くお断りいたします。
⑥ ライブ中継の音声は日本語のみとなります。
⑦ 快適にご視聴いただくために、スマートフォン・タブレットなどでは、Wi-Fi環境でのご視聴を推奨いたします。
⑧ 万一、何らかの事情によりライブ配信を中止する場合は、当社ウェブサイトにてお知らせいたします。

4. 株主総会へご出席される株主さまへのご案内
● ご来場の株主さまのプライバシーを配慮し、映像は議長席及び役員席付近のみとなります。
● 会場内における質疑応答の際は、個人を特定した撮影や名前の読み上げは行いません。
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件

当社は、剰余金処分につきましては、経営基盤のより一層の強化と今後の事業展開のため
に必要な内部留保を確保しながら、株主の皆様に業績に応じた利益還元を図るため、配当性向を
考慮しつつ、安定した配当を継続的に行うことを利益配分に関する基本方針としております。
この方針に基づき、当期末の配当は１株につき30円といたしました。これにより、当期

の年間配当は60円になります。

１ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金30円 総額435,842,340円

２ 剰余金の配当が効力を生じる日
2025年５月30日
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第２号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由

変更案第２条のとおり、今後取り扱う可能性のある事業に機動的に対応できるよう、
事業目的を追加するものです。

２．変更の内容
変更の内容は以下のとおりであります。（下線部分が変更箇所）
なお、本議案に係る定款変更は、本総会の終結の時をもって、効力を生ずるものといた

します。
現行定款 変更案

第２条 目 的

当会社は次の事業を営むことを目的とする。
＜条文省略＞

２１ 古物営業法に基づく古物販売事業
(新 設）

２２ 前各号に関するコンサルティング
業務及び技術指導業務

２３ 前各号に付帯する一切の業務

<条文省略＞

附 則
１．本定款は、２０２３年５月２５日に一部

改定し、実施する。
＜条文省略＞

第２条 目 的

当会社は次の事業を営むことを目的とする。
＜条文省略＞

２１ 古物営業法に基づく古物販売事業
２２ 自家用自動車有償貸渡業
２３ 前各号に関するコンサルティング

業務及び技術指導業務
２４ 前各号に付帯する一切の業務

<条文省略＞

附 則
１．本定款は、２０２５年５月２９日に一部

改定し、実施する。
＜条文省略＞
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）全員

（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選
任をお願いするものであります。
取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名 現在の当社における地位及び担当 取締役会出席回数

１ 再 任 澤
さ わ も と た か し

本 尚 志 取締役会長 13回／13回
（100％）

２ 再 任 市
い ち か わ と う た ろ う

川 東太郎 代表取締役執行役員社長 13回／13回
（100％）

３ 再 任 堀
ほ り ば ひ ろ ふ み

場 敬 史 取締役常務執行役員
警務本部長兼西日本統括担当

12回／13回
（92％）

４ 新 任 楠
く す の き ひ ろ ゆ き

木 啓 之 執行役員
営業本部長付部長 ー

５ 新 任 増
ま す ざ き ま さ こ

崎 昌 子
執行役員
人事総務本部 広報部長
兼 管理本部 サスティナビリティ
推進室長

−

【取締役候補者に対する監査等委員会の意見】
監査等委員でない取締役の選任等及び報酬等については、指名報酬委員会に監査等委員である社外取締役２名が出
席して意見を述べ、また、監査等委員会として指名報酬委員会事務局（総務部）から事務局の説明内容及び審議状
況の説明を受けて協議いたしました。その結果、監査等委員会としては、監査等委員でない取締役の選任等及び報
酬等のいずれについても会社法の規定に基づき株主総会で陳述すべき特段の事項はないとの結論に至りました。
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候補者
番 号 １ さわ もと たか し

澤 本 尚 志 （1957年１月19日生） 再 任

所有する当社の株式数
1,600株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1979年４月 日本国有鉄道入社
1987年４月 東日本旅客鉄道株式会社入社
2004年４月 同社鉄道事業本部設備部担当部

長
2007年７月 同社鉄道事業本部電気ネットワ

ーク部長
2008年６月 同社執行役員鉄道事業本部電気

ネットワーク部長
2012年６月 同社常務取締役鉄道事業部本部

副本部長、総合企画本部技術企
画部長

2015年６月 ＪＲ東日本ビルテック株式会社
代表取締役社長

2017年５月 当社非常勤取締役
2017年６月 ＪＲ東日本ビルテック株式会社

代表取締役社長 退任
2017年６月 当社取締役執行役員副社長
2018年５月 代表取締役執行役員社長
2024年５月 取締役会長就任 現在に至る

当社における地位及び担当
取締役会長

重要な兼職の状況
関西シーエスピー株式会社取締役
一般社団法人全国警備業協会副会長
一般社団法人東京都警備業協会会長

取締役候補者とした理由
2018年から2024年までの6年間、当社代表取締役として経営の舵取りを担った経験を活かし、
当社中期経営計画「Creative2025」完遂のために尽力してまいりました。当社が技術サービス企
業として持続的に成長するため、それまでの職務経験と技術マネジメント等の知見をもとに尽力し
ております。これらにより、これらにより、当社の企業価値向上に資する者として適任であると判
断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 ２ いち かわ とう た ろう

市 川 東太郎 （1964年9月29日生） 再 任

所有する当社の株式数
1,100株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1988年４月 東日本旅客鉄道株式会社入社
2003年２月 同社高崎支社運輸部車務課長
2005年 7 月 同社鉄道事業本部運輸車両部

課長
2008年 6 月 同社八王子支社運輸部長
2014年 6 月 同社鉄道事業本部運輸車両部担

当部長
2015年 6 月 同社事業創造本部（株式会社ジ

ェイアール東日本物流出向）
2017年 6 月 同社執行役員鉄道事業本部運輸

車両部長

2018年 6 月 同社常務執行役員
2021年 6 月 同社代表取締役副社長 社長補

佐(全般)、鉄道事業本部長、安
全統括管理者

2023年 5 月 当社取締役
2023年 6 月 取締役執行役員副社長
2024年５月 代表取締役執行役員社長就任

現在に至る

当社における地位及び担当
代表取締役執行役員社長

取締役候補者とした理由
東日本旅客鉄道株式会社の副社長や鉄道事業本部長を歴任した経験と知見、豊富な業務執行経験を
活かし、2024年5月に当社代表取締役就任後も経営トップとしてリーダーシップを発揮、当社が技
術サービス企業としてさらに発展するために尽力しております。これらにより、当社の企業価値向
上に資する者として適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



12

候補者
番 号 ３ ほり ば ひろ ふみ

堀 場 敬 史 （1959年１月22日生） 再 任

所有する当社の株式数
3,212株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 当社入社
1996年９月 浜松支社長
2005年３月 横浜支社長
2007年９月 警備品質部長
2009年２月 新安全警備保障株式会社出向、

同社取締役就任
2012年４月 当社警務統括部長兼警送部長
2012年５月 執行役員就任、警務統括部長兼

警送部長
2016年５月 取締役執行役員、総務部長
2017年 9 月 取締役執行役員、総務部長兼情

報システム部長
2018年５月 取締役常務執行役員、管理本部

副本部長兼総務部長兼法務審査
部長兼監査部担当兼CS進担当
兼経営企画部広報宣伝・IR室長

2018年９月 取締役常務執行役員、管理本部
副本部長兼業務改革室副室長兼
総務部長兼法務審査部長兼監査
部担当兼CS進担当兼経営企画
部広報宣伝・IR室長

2019年５月 取締役常務執行役員、人事総務
本部長兼総務部長兼法務審査部
長

2021年 5 月 取締役常務執行役員、警務本部
長兼西日本統括担当就任
現在に至る

当社における地位及び担当
取締役常務執行役員、警務本部長兼西日本統括担当

重要な兼職の状況
株式会社特別警備保障取締役
東亜警備保障株式会社取締役

取締役候補者とした理由
複数の部長や所属長、さらにはグループ会社役員を歴任し、警備業務にとどまらない経験と知見を
有しております。また、管理から警備現場まで幅広く当社業務全般に精通するとともに、高度な執
行経験も有しております。これらにより、当社の企業価値向上に資する者として適任であると判断
し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 ４ くすの き ひろ ゆき

楠 木 啓 之 （1962年4月27日生） 新 任

所有する当社の株式数
０株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1986年４月 住友商事株式会社入社
1998年12月 米国住友商事株式会社 不動産

部門（アトランタ駐在）
2005年 9 月 同社不動産戦略推進事業部長付
2008年 4 月 同社大阪不動産建設部長 兼

都市開発事業部副部長
2016年10月 同社国内営業推進・開発部長

（東京）兼生活資材・不動産本
部長付

2022年 4 月 住商リアルティ・マネジメント
株式会社 常務取締役コーポレ
ート本部長

2023年

2024年

8

４

月

月

同社兼務 SOSiLA物流リート
投資法人 執行役員
同社 取締役常務執行役員
コーポレート本部長

2024年９月 当社入社 営業本部付部長就任
現在に至る

当社における地位及び担当
執行役員 営業本部付部長

取締役候補者とした理由
住商リアリティ・マネジメント株式会社をはじめとする、住友商事グループ会社各社で培われた、
豊富な経験と知見、識見を有しております。2024年の当社入社後も、当社の企業価値向上のために
培われた知見、経験を活かし尽力して参りました。これらのことから、当社の企業価値向上に資す
る者として適任であると判断し、新任取締役候補者といたしました。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



14

候補者
番 号 ５ ます ざき まさ こ

増 崎 昌 子 （1960年12月17日生） 新 任

所有する当社の株式数
1,700株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1999年６月 当社入社
2013年３月 管理本部人事部課長
2019年３月 管理本部経営企画部広報宣伝・

IR室次長
2019年５月 人事総務本部広報部長
2022年 5 月 執行役員就任、人事総務本部

広報部長
2022年９月 執行役員 人事総務本部 広報

部長 兼 管理本部サスティナ
ビリティ推進室長 現在に至る

当社における地位及び担当
執行役員 人事総務本部 広報部長 兼 管理本部 サステナビリティ推進室長

取締役候補者とした理由
当社女性管理職の先駆者として、人事・広報部門を長く歴任し、豊富な知識と識見、業務執行経験
を有しております。さらに、女性活躍、サスティナビリティ推進の必要性をいち早く認識し、その
浸透のためにリーダーシップを発揮してまいりました。これらにより、当社の企業価値向上に資す
る者として適任であると判断し、新任取締役候補者といたしました。

（注) 当社は、取締役の全員を被保険者とする会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行
った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償や争訟費用等が補
填されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。本議案をご承認いた
だいた場合、各氏は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。なお、当社は、当該保険
契約を任期途中に同様の内容で更新する予定です。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



15

第４号議案 監査等委員である取締役4名選任の件
監査等委員である取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、監査等委員である取締役4名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者番号 氏名 現在の当社における地位及び担当 取締役会出席回数

１ 再 任 田
た ば た と も あ き

端 智 明 取締役監査等委員 13回／13回
（100％）

２ 再 任 後
ご と う け い じ

藤 啓 二 取締役監査等委員 (社外) 12回／13回
（92％）

３ 再 任 檜
ひ や ま た け お

山 竹 生 取締役監査等委員 (社外) 13回／13回
（100％）

４ 再 任 唐
か ら つ ま み

津 真 美 取締役監査等委員 (社外) 13回／13回
（100％
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候補者
番 号 １ た ばた とも あき

田 端 智 明 （1957年１月10日生） 再 任

所有する当社の株式数
10,300株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1979年４月 警察庁入庁
2011年10月 警察庁警察大学校特別捜査幹部

研修所長
2012年８月 警察庁退庁
2012年12月 当社入社 顧問
2013年５月 取締役常務執行役員

警務本部長兼事業戦略推進本部
副本部長

2016年５月 取締役常務執行役員
警務本部長兼事業戦略推進本部
副本部長兼警務統括部長兼警送
部長

2017年12月 取締役常務執行役員
警務本部長兼事業戦略推進本部
副本部長

2018年５月 常任監査役
2023年５月 取締役監査等委員就任

現在に至る
当社における地位及び担当
取締役監査等委員

監査等委員である取締役候補者とした理由
当社入社後は取締役警務本部長に就任、当社業務に関する知見を有しております。これまでの当社
常任監査役としての実績をふまえ、客観的かつ公正な立場で業務執行を監査できると判断し、引き
続き監査等委員である取締役候補者といたしました。

候補者
番 号 ２ ご とう けい じ

後 藤 啓 二 （1959年７月30日生） 再 任 社 外 独立役員

所有する当社の株式数
7,600株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1982年４月 警察庁入庁
1992年 6 月 内閣法制局内閣参事官補
2001年 4 月 大阪府警察本部生活安全部長
2003年１月 愛知県警察本部警務部長
2004年 8 月 内閣官房（安全保障・危機管理

担当）内閣参事官

2005年 5 月 警察庁退職
2005年 8 月 弁護士登録、西村ときわ法律事

務所入所
2008年 7 月 後藤コンプライアンス法律事務

所設立
2012年 5 月 当社監査役
2023年５月 取締役監査等委員（社外）就任

現在に至る
当社における地位及び担当
取締役監査等委員 (社外)

重要な兼職の状況
後藤コンプライアンス法律事務所弁護士
株式会社西武ホールディングス社外取締役
フクダ電子株式会社社外監査役

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
2012年に社外監査役として就任以来、弁護士としての知見だけでなく、豊富な業務経験や数社での
役員経験を活かして、当社取締役の職務執行を監査してきました。今後も客観的かつ公正な立場で
職務執行を監査できると判断し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 ３ ひ やま たけ お

檜 山 竹 生 （1958年３月６日生） 再 任 社 外 独立役員

所有する当社の株式数
0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1977年７月 設計会社ＨＣＳ代表就任
1978年４月 ロジックシステムズインターナ

ショナル株式会社入社
1985年６月 同社退社

1986年７月 株式会社エイビット設立、代表
取締役社長就任

2016年５月 当社社外取締役
2023年５月 取締役監査等委員（社外）就任

現在に至る

当社における地位及び担当
取締役監査等委員 (社外)

重要な兼職の状況
株式会社エイビット代表取締役社長
株式会社マグナ・ワイヤレス代表取締役社長
株式会社マグナデザインネット取締役会長

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
株式会社エイビットの社長として、長年にわたり会社を牽引してきた豊富な企業経営経験と幅広い
知見を有しております。2016年社外取締役として就任後も取締役会において当社経営陣とは独立し
た立場から多くの意見を頂戴しており、今後も客観的かつ公正な立場で職務執行を監査できると判
断し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号 ４ から つ やま だ ま み

唐津 ( 山田 ) 真美（1968年８月５日生） 再 任 社 外 独立役員

所有する当社の株式数
0株

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1996年４月 東京永和法律事務所 入所
1999年１月 フレッシュフィールズ法律事務

所 入所
1999年６月 ハーバード・ロースクール法学

修士課程修了(LL.M.)
2005年１月 骨董通り法律事務所 入所
2006年５月 ULSグループ株式会社社外監査

役

2011年１月 東京簡易裁判所 司法委員就任
2018年３月 高樹町法律事務所 設立
2018年７月 株式会社ウエディングパーク

社外監査役
2021年 5 月 当社社外取締役
2021年 6 月 ULSグループ株式会社

社外取締役(監査等委員)就任
現在に至る

2023年５月 当社取締役監査等委員（社外）
就任現在に至る

当社における地位及び担当
取締役監査等委員 (社外)

重要な兼職の状況
高樹町法律事務所弁護士
ULSグループ株式会社社外取締役（監査等委員）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
長年にわたり弁護士として第一線で活動を続けてこられ、弁護士活動の傍ら数社の企業の社外監査
役を務めるとともに、米国ニューヨーク州弁護士としてグローバルな活動を行っております。社外
取締役以外で会社経営に関与されたことはありませんが、その企業法務に代表される高度かつ幅広
い専門知識を有しております。これらにより、当社経営陣とは独立した立場から意見をいただき、
今後も客観的かつ公正な立場で職務執行を監査できると判断し、引き続き監査等委員である社外取
締役候補者といたしました。
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（注）
1．当社は、後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏との間で責任限定契約を締結しております。

その契約の内容の概要は次のとおりであります。
① 社外取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社法第427条第
１項の最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

② 上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職務の遂行について
善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

2．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3．後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、社外取締役候補者であります。
4．社外取締役としての独立性について
（1）後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、当社の親会社等ではなく、過去10年間に当社の親会

社等であったこともありません。
（2）後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員

ではなく、また過去10年間に当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員であったこともありませ
ん。

（3）後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他
の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

（4）後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、当社の親会社等、当社又は当社の特定関係事業者又は
役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

（5）後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業
の譲受けにより当社が権利義務を承継した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であ
ったことはありません。

5．後藤啓二氏、檜山竹生氏及び唐津真美氏は、金融商品取引所の定めに基づく独立役員の候補者です。
6．後藤啓二氏の当社社外取締役（監査等委員）の就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

また、2012年5月から2023年5月までの9年間、当社社外監査役として就任しております。
7．檜山竹生氏の当社社外取締役（監査等委員）の就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

また、2016年5月から2023年5月までの7年間、当社社外取締役として就任しております。
8．唐津真美氏の当社社外取締役（監査等委員）の就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。

また、2021年5月から2023年5月までの2年間、当社社外取締役として就任しております。
9．役員等賠償責任保険契約について

当社は2007年6月以降、全ての取締役、監査役及び、執行役員を被保険者とする役員等賠償責任保険
契約を締結しており、本議案をご承認いただいた場合、各氏は当該保険契約の被保険者に含めること
となります。
また本契約の締結にあたっては、本年５月２９日の取締役会において決議を予定しております。
その契約の概要は次のとおりです。

① 役員等が職務の執行に起因して損害賠償請求された場合、支払限度額の範囲内において、損害
賠償金及び争訟費用等が当該保険にて填補されます。

② 保険料は全額当社が負担します。
③ 当該保険契約は任期途中に更新する予定です。

以 上
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ご参考：当社取締役のスキルマトリックス

当社が取締役に期待する役割や専門性を示しております。なお、当社取締役が有する全てのスキルを表示する
ものではありません。

業務執行 監督
監査／
内部統制

経営戦略
／企業戦略

人事／法務
／リスク管理

警備事業 研究／開発
技術／IT
／DX

営業
／顧客戦略

財務／会計
／M＆A

品質向上
／CS

ブランディング
／マーケティン

グ
ESG／IR 国際

澤本 尚志 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

市川 東太郎 ● ● ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

堀場 敬史 ● 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

楠木 啓之 ● 〇 〇 〇 〇

増崎 昌子 ● 〇 〇 〇 〇

田端 智明 ● ● 〇 〇 〇

後藤 啓二 ● ● 〇 〇 〇

檜山 竹生 ● ● 〇 〇 〇 〇

唐津 真美 ● ● 〇 〇 〇

凡例： 担当● スキル〇
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１．企業集団の現況に関する事項

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景にした雇用・所得環境の改
善に加え、インバウンド需要の回復が持続したことなどから緩やかな回復が続きました。一
方で、原材料・エネルギー価格の高騰、世界的な金融引き締めに伴う円安の常態化、不安定
な海外情勢の長期化など、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

警備業界におきましては、インバウンド需要の増加などによる景気の回復とともに、警備
需要は安定的であるものの慢性的な労働力不足により、新卒及び中途採用ともに厳しい状況
が続いております。また、離職防止並びに処遇改善に伴う人件費の増加は今後も続く見通し
であり、引き続き厳しい事業環境下に置かれております。

このような状況の中、当社グループは中期経営計画「Creative 2025」の目標達成に向
け、持続的な成長と更なる企業価値の向上に努め「安心と信頼を創造する技術サービス企
業」を目指し、事業を展開してまいりました。

当社は引き続き、お客さまへ安全・安心を提供する従業員が働き甲斐を感じられる待遇を
実現するべく、昨年の４月１日付で昨今の物価高騰に配慮し、給与水準の引上げ（ベースア
ップ）や各種手当の見直しを実施いたしました。今後も現場第一線で日々の業務に取り組ん
でいる従業員を中心に更なるモチベーションの向上及び離職防止を図ってまいります。

2024年７月１日付で阪急阪神ハイセキュリティサービス株式会社が直轄運営する、常駐
警備事業を吸収分割により承継いたしました。中期経営計画「Creative 2025」における
「グループ連携の強化」として掲げる「M&A等の推進」の一環として実施したものです。関
西地区での新たな取引基盤（当社にとって強みの鉄道系企業との取引）を獲得することによ
り、大阪万博の開催や大阪梅田エリアの再開発事業におけるセキュリティニーズの獲得を目
指してまいります。

また同じく2024年には、環境、社会、ガバナンス（ESG）の対応に優れた日本企業を選
定する「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」の構成銘柄に選定されました。
当社は、創業の理念「仕事を通じ社会に寄与する」「会社に関係するすべての人々の幸福を
追求する」をあらゆることの基盤として事業を展開してまいりました。本理念の「すべての
人々」の中に「未来の人々」も含まれていると捉え、サスティナビリティ経営を推進してい
ます。引き続き、現在そして未来の人々の暮らしがともに幸福であるように、取り組みを深
めてまいります。
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新事業分野への展開として、ドローンを活用した設備点検事業、大規模イベントの開催に
伴う関係官庁向けサービス、ドローンパイロットの育成を目的としたドローンスクールの提
供と拡大に努めてまいりました。こうした取り組みの一環として、ドローンベースカーの提
供及び新型ドローンの販売を開始いたしました。新型ドローンは、サーマルカメラとAIを搭
載した有線給電式ドローンや災害支援ツールとして効果的な有線給電式照明ドローンとなり
ます。
引き続き人員の採用難や処遇改善の実施など厳しい事業環境下にありますが、当社が提供

する警備サービスは安定的な施設警備（常駐警備・機械警備）が中心となります。今後も安
定した収益の確保を実現するとともにM&A等を積極的に推進することで、更なる事業拡大
を図ってまいります。

以上の結果、当連結会計年度における当社グループの業績は、売上高は71,417百万円
（前連結会計年度比5.0％増）、利益面につきましては、営業利益は4,331百万円（同0.3％
増）、経常利益は4,566百万円（同0.7％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,230百万
円（同40.0％減）となりました。

(セキュリティ事業）
常駐警備部門につきましては、７月に実施した阪急阪神ハイセキュリティサービス株式会

社の常駐警備事業の承継が寄与したこともあり、売上高は35,750百万円（前連結会計年度
比6.6％増）となりました。
機械警備部門につきましては、前年の広島サミット関連の臨時警備の反動により、売上高

は21,881百万円（同2.4％減）となりました。
運輸警備部門につきましては、集配金・精査サービスなどの販売に注力したものの、前年

度実施した一部の連結子会社による決算期変更の反動などにより、売上高は3,361百万円
（同2.6％減）となりました。

工事・機器販売部門につきましては、防犯カメラの販売を中心とした画像関連システムや
入退出管理システムなどが好調だったこともあり、売上高は8,583百万円（同26.5％増）
となりました。
これらの結果、当連結会計年度のセキュリティ事業セグメントの売上高は69,576百万円

（同5.1％増）、セグメント利益（営業利益）は3,959百万円（同0.4％増）となりました。
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(ビル管理・不動産事業）
ビル管理・不動産事業につきましては、清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理

サービス及び不動産賃貸を中心に事業を行っております。当連結会計年度のビル管理・不動
産事業セグメントの売上高は1,840百万円（前連結会計年度比2.1％増）、セグメント利益
（営業利益）は370百万円（同2.2％減）となりました。

（２）設備投資の状況
当連結会計年度中において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は3,314百万円

で、その主なものは次のとおりであります。なお、これらの設備投資には、自己資金及び長
期借入金を充当いたしました。

区 分 設 備 内 容 金 額（千円）

セキュリティ事業
機械警備関係警報装置 1,166,186

ソフトウェア等 796,554
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（３）今後の見通し
今後のわが国の経済は、賃金上昇等による個人消費の拡大や内需の底堅い成長等によ
り、国内経済は回復基調が継続すると期待されます。一方で、物価高への懸念が継続し
ていることに加え、国外では中東地域での紛争、ロシアによるウクライナ侵攻など不安
定な海外情勢の長期化や、中国経済の停滞、不安定な為替相場、アメリカによる相互関
税の設定等の今後の政策動向など、現時点では先行きは不透明な状況が続くものと予想
されます。
こうした情勢のもと当社グループの見通しは、いまだに続く物価上昇に配慮するととも
に、今後の持続的な成長を実現するために必要な人材を維持・確保することを目的とし
た処遇改善を実施いたします。本取り組み実現に伴う人件費の増加により、厳しい業績
が予想されますが、中期経営計画「Creative 2025」の最終年度に向け、TAKANAWA
GATEWAY CITYをはじめとした再開発件名への次世代警備サービスの提供を実現する
とともに、引き続き持続的な成長と更なる企業価値の向上に努めてまいります。
2026年２月期の当社グループの連結業績は、売上高76,000百万円（当期比6.4％増）、
営業利益4,500百万円（当期比3.9％増）、経常利益4,700百万円（当期比2.9％増）、親
会社株主に帰属する当期純利益3,000百万円（当期比7.1％減）を予想しております。
2025年３月27日にまちびらきが行われたTAKANAWA GATEWAY CITYにおいて、
当社が提供する次世代警備サービスを開始いたします。「この街には、CSPがいる。」を
コンセプトに、これまで培った技術とノウハウを結集し、人（警備員）と技術（セキュ
リティプラットフォーム「梯（かけはし）」、画像サービス、警備ロボットなど）を融合
させ、街全体を守る高度な警備サービスの実現で、この街に関係する全ての皆様に安
全・安心をご提供いたします。また、当社は今後も同様の街づくりに対して、本サービ
スを提供してまいります。
本年４月には日本連合警備株式会社の全株式を取得し、新たに連結子会社といたしまし
た。日本連合警備は、山梨県内で機械警備をメインに事業を展開する企業であり、当社
の直接の支社・事業部のないエリアの機械警備事業の強化を図るとともに、更なるグル
ープ企業の収益拡大を目指すものです。
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当社が推進するサスティナビリティ活動の一環として、2023年から一部の事業所で再
生可能エネルギーの導入を開始しております。さらに当社が保有する施設である東京研
修センターにおいて、2025年３月から再生可能エネルギー由来の電力の調達を開始し、
当該施設におけるCO ₂ 排出量実質ゼロ（※）を実現しました。今後はさらに再生可能
エネルギーの導入拡大を目指してまいります。（※非化石証書による環境価値付加）中期
経営計画「Creative 2025」の推進により、経営基盤を確固たるものとし、警備会社と
して大切な安全・安心・信頼をお客さまにお約束するとともに「安心と信頼を創造する
技術サービス企業」を目指してまいります。

（４）財産及び損益の状況

区 分 第50期
(2022年2月期)

第51期
(2023年2月期)

第52期
(2024年2月期)

第53期
(当連結会計年度)
(2025年2月期)

売 上 高（千円） 69,070,909 64,824,198 68,010,836 71,417,635
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 3,667,711 2,586,074 5,381,281 3,230,394
１株当たり当期純利益 （円） 251.38 177.25 368.77 222.04
総 資 産（千円） 59,792,143 61,618,906 64,443,475 63,522,393
純 資 産（千円） 33,432,375 37,356,734 39,773,985 42,031,572
１株当たり純資産額 （円） 2,137.66 2,397.25 2,554.61 2,719.24
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（５）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況
会 社 名 資本金

（千円） 当社の議決権比率(％) 主要な事業内容
ＣＳＰビルアンドサービス株式会社 50,000 100.0 建物総合管理及び不動産賃貸

関西シーエスピー株式会社 15,000 100.0 警備請負及び建物総合管理

エスシーエスピー株式会社 40,000 100.0 警備請負

新安全警備保障株式会社 100,000 79.0 警備請負

長野県パトロール株式会社 10,000 51.0 警備請負及び建物総合管理

長野県交通警備株式会社 10,000 （注）1 警備請負

株式会社特別警備保障 96,000 83.0 警備請負

株式会社CSPクリエイティブサービス 89,500 100.0 コインパーキングの各種サポート業務

シーティディーネットワークス株式会社 20,000 51.0 通信電気工事

株式会社グラスフィアジャパン 10,000 （注）2 カメラ輸入販売

ＣＳＰ東北株式会社 20,000 74.6 警備請負

東亜警備保障株式会社 10,000 74.7 警備請負

（注）1 長野県交通警備株式会社は長野県パトロール株式会社の完全子会社であり、同社の株式は長野県パトロール株式
会社を通じての間接所有となっております。

2 株式会社グラスフィアジャパンはシーティディーネットワークス株式会社の完全子会社であり、同社の株式は、
シーティディーネットワークス株式会社を通じての間接所有となっております。

3 特定完全子会社に該当する子会社はありません。

（６）主要な事業内容（2025年２月28日現在）
事 業 区 分 主 な 業 務 内 容

セキュリティ事業 常駐警備業務、機械警備業務、運輸警備業務の各警備サービス並びに防犯、防災
機器及び設備の工事・機器販売

ビル管理・不動産事業 清掃、電気設備保安業務等の建物総合管理サービス、不動産賃貸及び保険代理店
業務
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（７）主要な営業所（2025年２月28日現在）
名 称 住 所

当社

本 社：東京都新宿区
事業部：指令統括事業部、中央事業部、東京事業部、東京システ

ム事業部、東京警送事業部、関西事業部、沖縄事業部
（計7事業部）

支 社：多摩、横浜、埼玉、千葉、名古屋、三島、札幌、仙台
京都、広島、福岡
（計11支社）

ＣＳＰビルアンドサービス株式会社 本 社：東京都千代田区
関西シーエスピー株式会社 本 社：大阪府大阪市淀川区
エスシーエスピー株式会社 本 社：東京都新宿区
新安全警備保障株式会社 本 社：茨城県水戸市
長野県パトロール株式会社 本 社：長野県小諸市
長野県交通警備株式会社 本 社：同上
株式会社特別警備保障 本 社：神奈川県平塚市
株式会社CSPクリエイティブサービス 本 社：東京都渋谷区
シーティディーネットワークス株式会社 本 社：東京都中央区
株式会社グラスフィアジャパン 本 社：同上
ＣＳＰ東北株式会社 本 社：宮城県仙台市青葉区
東亜警備保障株式会社 本 社：栃木県宇都宮市
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（８）従業員の状況（2025年2月28日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
6,916名 377名増

（注） 従業員数は就業員数であります。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

3,997名 369名増 45.1歳 16.2年
（注） 従業員数は就業員数であります。

（９）主要な借入先の状況（2025年2月28日現在）
借 入 先 借 入 額（千円）

株式会社三井住友銀行 602,338
株式会社八十二銀行 360,813
株式会社常陽銀行 330,719
（注） 借入額は短期借入金と長期借入金の合計で記載しております。
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２．会社の株式に関する事項
（2025年２月28日現在）
（１）発行可能株式総数 40,000,000株
（２）発行済株式の総数 14,816,692株 （自己株式288,614株を含む）
（３）株主数 5,268名
（４）大株主

株 主 名 持 株 数 (千株） 持 株 比 率 (％）

東日本旅客鉄道株式会社 3,704 25.50

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,508 10.38

光通信株式会社 622 4.28

セントラル警備保障社員持株会 544 3.74

セントラルセキュリティリーグ持株会 520 3.58
ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／2Ｓ／Ｊ
ＡＳＤＥＣ／ＪＡＮＵＳ ＨＥＮＤＥＲＳＯＮ ＨＯＲＩ
ＺＯＮ ＦＵＮＤ

461 3.17

三井物産株式会社 445 3.06

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 385 2.65
HＳＢＣ ＢＡＮＫ ＰＬＣ Ａ／Ｃ Ｍ ＡＮＤ Ｇ（ＡＣ
Ｓ）ＶＡＬＵＥ ＰＡＲＴＮＥＲＳ ＣＨＩＮＡ ＥＱＵ
ＩＴＹ ＦＵＮＤ

264 1.81

竹花 長雅 230 1.58

（注）１．千株未満は切り捨てて表示しております。
２．持株比率は、自己株式288,614株を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項
（１）取締役の状況（2025年２月28日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 澤 本 尚 志
関西シーエスピー株式会社取締役
一般社団法人全国警備業協会副会長
一般社団法人東京都警備業協会会長

代表取締役執行役員社長 市 川 東太郎

取締役 専 務 執 行 役 員 小久保 正 明

営業本部長兼沖縄営業担当
株式会社CSPクリエイティブサービス取締役
長野県パトロール株式会社取締役
長野県交通警備株式会社取締役

取締役 常 務 執 行 役 員 堀 場 敬 史
警務本部長兼西日本統括担当
株式会社特別警備保障取締役
東亜警備保障株式会社取締役

取締役 常 務 執 行 役 員 阪 本 未来子
営業本部副本部長
新安全警備保障株式会社取締役

取 締 役
( 常 勤 監 査 等 委 員 ) 田 端 智 明

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 後 藤 啓 二

後藤コンプライアンス法律事務所弁護士
株式会社西武ホールディングス社外取締役
フクダ電子株式会社社外監査役

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 檜 山 竹 生

株式会社エイビット代表取締役社長
株式会社マグナ・ワイヤレス代表取締役社長
株式会社マグナデザインネット取締役会長

社 外 取 締 役
( 監 査 等 委 員 ) 唐 津 真 美

高樹町法律事務所弁護士
ULSグループ株式会社社外取締役（監査等委員）

（注）１ 取締役後藤啓二氏、取締役檜山竹生氏及び取締役唐津真美氏は、会社法第２条第15号に定める社外取
締役であります。なお、取締役後藤啓二氏につきましては、2012年５月24日付で東京証券取引所に
対し、独立役員として届けております。取締役檜山竹生氏につきましては、2016年６月６日付で東
京証券取引所に対し、独立役員として届けております。取締役唐津真美氏につきましては、2021年
５月27日付で東京証券取引所に対し、独立役員として届けております。

２ 監査等委員会の監査・監督機能を強化するため、取締役(監査等委員を除く。)からの情報収集及び重
要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能とすべく、
田端智明氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役監査等委員田端智明氏、取締役監査等委員後藤啓二氏、取締役監査等委員

檜山竹生氏及び取締役監査等委員唐津真美氏との間で責任限定契約を締結しております。
当契約は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。また、当該契約に基づく損害賠償額の限度額は法令に定め
られた額としており、かつ当該責任限定が認められるのは、当該取締役監査等委員が責任の
原因となる職務の遂行について、善意かつ重大な過失がない場合に限定されております。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
①被保険者の範囲
当社の全取締役及び全執行役員を対象として締結しております。

②保険契約の概要
被保険者が当社役員等として職務の遂行(不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなさ

れた場合、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等を補償するものです。
ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員等自身の損害等は補償対

象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じてお
ります。保険料は全額当社が負担いたします。
なお、当該保険契約は、任期途中で更新を予定しております。

（４）取締役の報酬総額

区 分 報酬等の額 報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(千円) 基本報酬 賞与 株式交付信託 (名)
取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

177,190
―

120,000
―

40,450
―

16,740
―

5
―

取 締 役 （監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

29,400
(12,600)

29,400
(12,600)

―
―

―
―

4
(3)

合 計 206,590 149,400 40,450 16,740 9
（注）１ 取締役の報酬限度額は、2023年５月25日開催の第51回定時株主総会において年額310,000千円以

内（うち株式交付信託は50,000千円以内）と決議いただいております。当該決定に係る取締役の員
数は６名となります。また、当該決定に係る株式交付信託の対象取締役の員数は６名です。

２ 監査等委員の報酬限度額は、2023年５月25日開催の第51回定時株主総会において年額50,000千円
以内と決議いただいております。当該決定に係る監査等委員の員数は４名となります。

３ 報酬等の額には、当事業年度に係る役員賞与40,450千円(取締役40,450千円)を含めております。
４ 報酬等の額には、2019年７月30日より導入した取締役向け株式交付信託の当事業年度の費用計上額

16,740千円が含まれております。
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(５) 取締役（監査等委員を含む）の報酬等
当社は、2020年５月28日開催の取締役会において、以下のとおり、取締役の個人別の報

酬等の内容に係る決定方針を決議しております。事業年度毎の取締役の個人別の報酬等につ
いては、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容は当該決定方針と整合し、当
該決定方針に沿うものとなっております。

取締役（監査等委員を除く）の報酬については、指名報酬委員会において、役位毎に定め
た固定報酬及び、前年度からの連結営業利益の増減率をKPIとする賞与(業績連動報酬)につい
て、具体的な金額を算定し取締役会に答申した上で、取締役会において決定しております。

指名報酬委員会で具体的な報酬金額を算定する理由は、過半数の委員が社外取締役である
場において討議することによって、取締役の指名及び報酬に関する手続きの公正性、透明性
及び客観性を高め、ガバナンスの向上に資すると考えられるためです。
指名報酬委員会は、当社の業績や従業員給与とのバランスのほか、外部調査機関による役

員報酬に関する調査結果の中から、同規模他社の水準も参考に、総合的な見地から報酬水準
についての検討を実施しております。

取締役（監査等委員を除く）の非金銭報酬については、株価の変動を株主と共有すること
で、当社の中長期的な企業価値にもコミットさせることを目的として、株式交付信託制度を
採用しております。当社にて金銭を拠出して信託を設定し、同信託が取得した当社株式を、
毎年、同信託を通じて役位ごとにポイントとして付与し、取締役の退任時に累計したポイン
ト数に相当する当社株式を交付致します。

なお本年3月25日開催の指名報酬委員会において、指名報酬委員会規則にマルス条項（取
締役の重大な過失や不正行為が発生した場合、当該取締役の報酬を減額又は不支給とする条
項）の追加が決議され、即日施行されております。
また第53期分の賞与(業績連動報酬)については、同３月25日開催の指名報酬委員会におい

て第3四半期決算直後の連結営業利益の見込数値を参考として増減額を決定いたしましたが、
今期の連結営業利益の増加率が僅少であることから、前年度支給額より若干の増額を見込ん
でおります。

監査等委員である取締役の報酬は、各監査等委員の役位及び担当に基づき、監査等委員会
において各監査等委員間の協議により決定し、代表取締役に通知しております。
ただし、監査等委員会に於ける報酬協議の際に、指名報酬委員会より外部機関の調査結果

を参照した報酬金額の提示を受けて、参考とする場合もあります。
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（６）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

区分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と
当社との関係

社外取締役
（監査等委員） 後藤 啓二

後藤コンプライアンス法律事務所 弁護士
株式会社西武ホールディングス社外取締役
フクダ電子株式会社社外監査役

いずれの兼職先も当社との間に重要な取
引その他の関係はありません。

社外取締役
(監査等委員) 檜山 竹生

株式会社エイビット代表取締役社長
株式会社マグナ・ワイヤレス代表取締役社長
株式会社マグナデザインネット取締役会長

株式会社エイビットと当社の間には通信
費の支払が発生しますが、連結売上高に
占める割合は0.01％以下であり、独立性
を妨げる恐れはありません。

社外取締役
(監査等委員) 唐津 真美

高樹町法律事務所弁護士
ULSグループ株式会社社外取締役
（監査等委員）

いずれの兼職先も当社との間に重要な取
引その他の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社外取締役
（監査等委員） 後藤 啓二

当事業年度に開催された取締役会は13回中12回、また監査等委員会は13回中12回に出
席し、弁護士としての専門的見地から、議案・審議につき、必要な発言を適宜行ってお
ります。

社外取締役
(監査等委員) 檜山 竹生

当事業年度に開催された取締役会は13回中13回、また監査等委員会は13回中13回に出
席し、長年にわたり培った企業経営に関する知識・見地から、議案・審議につき、必要
な発言を適宜行っております。また、指名報酬委員会の議長に就任し、当事業年度に開
催された同委員会１回中１回に出席しております。

社外取締役
(監査等委員) 唐津 真美

当事業年度に開催された取締役会13回中13回に出席し、また、監査等委員会13回中
13回に出席し、弁護士としての専門的な見地から、議案・審議につき、必要な発言を適
宜行っております。また、指名報酬委員会の委員を務め、当事業年度に開催された同委
員会１回中１回に出席しております。

（注）社外役員が取締役会及び監査等委員会を欠席する場合においても、全ての配付資料は事前もしくは事後に
当該役員に遺漏なく配付され、必要に応じて議案等に対する意見を伝えることができます。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



34

４．会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

（２）報酬等の額
支 払 額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 52,500
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 62,275

（注）１ 監査等委員会は、これまでの会計監査人の職務遂行状況に照らし、また会計監査人から今期の監査計
画の説明を受け、提出された報酬見積もりの算出根拠が適切であるかどうかを検証した結果、会計監
査人の報酬等の額は相当であると判断いたしました。

２ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、コーポレートガバナンス・コードへの対応の助言等につい

ての対価を支払っております。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会社法第340条第１項各号に定める事由に該当することなどにより計算関係書類の監査に

重大な支障が生じることが合理的に予想されるときは、監査等委員会は、全員の同意をもっ
て会計監査人を解任いたします。
また、会計監査人の職務遂行体制、監査能力、専門性等が当社にとって不十分であると判

断したとき、又は会計監査人を交代することにより当社にとってより適切な監査体制の整備
が可能であると判断したときは、監査等委員会は、会計監査人の不再任に関する議案を株主
総会に提出いたします。
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５．会社の体制及び方針
コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、法令の遵守をはじめとした企業倫理の重要性を認識するとともに、変動する社会、

経済環境に対応した迅速な経営意思の決定と経営の健全性の向上を図ることによって株主価値
を高めることを経営上の最も重要な課題の一つとして位置づけています。
その実現のために、株主の皆様やお得意様をはじめ、取引先、地域社会、社員等のステーク

ホルダーとの良好な関係を築き、現在の株主総会、取締役会、監査等委員会、会計監査人など
法律上の機能、制度を一層強化・改善・整備しながら、コーポレートガバナンスを充実させて
いきたいと考えております。また、株主及び投資家の皆様へは、迅速かつ正確な情報開示に努
めるとともに、幅広い情報公開により、経営の透明性を高めております。
その詳細につきましては、下記のとおりです。

（１）当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 取締役会は、法令及び定款に照らし、取締役会規則に基づいて取締役の職務の執行を監

督する。
② 監査等委員会は、法令及び定款に照らし、監査等委員会規則、監査等委員会監査等基準

及び内部統制システムに係る監査等委員会監査の実施基準に基づいて取締役の職務の執
行を監査する。

③ 監査等委員会は、各監査等委員による監査結果を共有する。
④ 当社は内部通報制度に基づき、取締役のコンプライアンス上の問題を発見した者には、

その旨を監査等委員会に通報させる。

（２）当社の社員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 社員等は就業規則を守り、組織規則に基づいて職務を分担し、権限規則に基づいて職務

を執行し、稟議規則に基づいて必要な手続きを採る。
② 取締役会は、社内の職務の執行手続きが法令及び定款に適合するよう、その他の規則を

整備し、取締役は社員等が社内規則を遵守して職務を執行するよう、社員等を指導す
る。

③ 監査部長は、内部監査規則に基づいて、社員等の職務の執行が法令、定款及びその他の
規則に適合しているかを監査し、その結果を代表取締役及び監査等委員会へ報告する。

④ 当社は、「内部通報規則」に基づき、社員等のコンプライアンス上の問題を発見した者
には、その旨を業務監査室長又は外部通報窓口（独立した弁護士）に通報させる。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 36ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



36

（３） 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、法令に定める取締役と、専ら業務の執行に携わる執行役員を分け、取締役の職

務の執行を効率的に行う体制を確保する。なお取締役（監査等委員である取締役を除
く。）は、執行役員を兼務することができる。

② 代表取締役は、原則として毎月一回、取締役会を開催するほか、必要に応じて随時、臨
時取締役会を開催し、法令、定款及び取締役会規則に基づいて経営にかかわる重要な事
項を審議、決定する。

③ 代表取締役は、原則として毎月二回、常勤の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
（以下「役員」という）を構成員とする経営会議を開催し、取締役会に上程する重要な
事項等について、予め充分に審議を行う。

④ 取締役会の全出席者は、取締役会の資料を総務部から事前に受領する。また、特に重要
な議案については、監査等委員会等において、予め起案部等が社外取締役に対し説明を
実施する。

⑤ 代表取締役は、必要に応じて取締役及び執行役員を含む会議を開催し、取締役と執行役
員の連携を確保する。

⑥ 取締役会の諮問機関として、過半数が独立社外取締役で構成される指名報酬委員会を設
置し、取締役の指名及び報酬について審議した内容を答申するとともに、監査等委員会
による意見陳述権の行使により、取締役の指名及び報酬に関する手続きの公正性、透明
性及び客観性を確保する。

（４） 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 当社における情報の保存及び管理については、文書規則によるほか、当社が採用する情

報セキュリティマネジメントシステムで定める諸手続きによる。
② 総務部は、株主総会及び取締役会の議事録及び資料を作成、保存し、管理する。
③ 当社は、その他、取締役が出席する各種の定例会議について事務局を担当する部課を定

め、事務局担当部署は、その議事録及び資料を作成、保存し、管理する。

（５） 当社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
① 当社は、事業の継続を妨げる危険を広範囲に予測し、それぞれの危機を対象とした管理

規則等を定めて損失の発生を回避し、又は損失を軽減する。
② 実際に危険が発生し、又は発生が予見されるときには、各管理規則等に基づいて対策本

部を設置するとともに、必要に応じ社外の専門家（弁護士、公認会計士、税理士、コン
サルタント等）を活用して、損失の拡大を防止する。
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（６） 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告体制
ア 当社は、経営企画部を子会社管理の担当部署とし、「関係会社管理規則」に従い子会

社の事業が適正に行われているか定期的に報告を求め子会社の経営内容を把握する。
イ 子会社の経営上の重要な案件については、当社への合議・承認が必要となる事項とし

て定め、事前に関係書類の提出を求めるなど、協議の上、意思決定を行う。
ウ 当社は、子会社から業務執行状況及び決算などの財務状況に関する定期的な報告を受

け、子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われているか確認する。
② 子会社の損失の危険（以下「リスク」という）の管理に関する規則その他の体制
ア 経営企画部は、子会社のリスクをはじめ当社グループ全体のリスクの把握・管理を行

う。
イ グループ各社は、重大なリスクが発生した場合には、直ちに当社の総務部長及び経営

企画部に報告し、当社は事案に応じた支援を行う。また、グループ各社は、各社ごと
にリスク管理体制を整備する。

③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア 経営企画部は、子会社の指導・育成の基本方針を立案し、事業及び経営の両面から子

会社を指導・育成する。
イ 経営企画部は、子会社に対し、貸借対照表・損益計算書などの経営内容、予算実績対

比等に係る書面の提出及び報告を定期的に求め、子会社の経営内容を的確に把握し、
定期的に当社取締役会に報告する。

④ 子会社の取締役等及び社員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制

ア 当社の取締役及び社員等を必要に応じて子会社に出向させるとともに、「関係会社管
理規則」に基づき、子会社の業務を所管する部署と連携し、子会社において法令及び
定款に適合するための指導・支援を実施する。

イ 当社の監査部は、経営企画部と協力し、「関係会社管理規則」に基づき法令や定款、
社内規則等への適合等の観点から、子会社の監査を実施する。

ウ 当社の監査等委員会及び会計監査人は、必要に応じてグループ会社各社への調査を行
い、また報告を求めることができる。

エ 当社は、「内部通報規則」に基づき、子会社の取締役等のコンプライアンス上の問題
を発見した者には、その旨を当社の監査等委員会に、また子会社の社員等の場合は、
同様に当社の業務監査室長に通報させる。
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（７）当社の監査等委員会の職務を補助すべき社員等(以下「監査等委員会スタッフ」という)に
関する事項及び、当社の監査等委員会の監査等委員会スタッフに対する指示の実効性の確保
に関する事項
① 取締役会は、監査等委員会との協議により、監査等委員会スタッフとして必要な能力を

備えた必要な人員を、専任又は兼務として配置する。
② 監査等委員会スタッフの職務については専ら監査等委員会の指揮を受け、属する組織の

上長等の指揮権から独立したものとする。
③ 監査等委員会スタッフの異動、評価、処遇及び賞罰等人事上の案件については、予め監

査等委員会の同意を得ることを要する。

（８）当社の取締役及び社員等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会への
報告に関する体制
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、取締役会及び経営会議等において、ま

た社員等は、その他の監査等委員が出席する会議において、定期的又は随時に、担当す
る業務の執行状況を監査等委員へ報告する。

② 監査等委員は取締役会に出席して審議、報告を聴取し意見を述べるほか、経営会議、グ
ループ戦略会議、賞罰委員会及びその他監査等委員会が必要と認める会議に、監査等委
員会全体又はその代表を出席させることができ、またその議事録の提出を求めることが
できる。

③ 当社は、監査等委員会が監査に必要とする資料等を閲覧し、写しの提供を受ける環境を
整備する。

④ 取締役及び社員等は、以下に定める事項が発生又は決定したときには、速やかに監査等
委員会に報告する。

ア 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
イ 取締役の職務に関する不正行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実
ウ 内部通報制度に基づいて通報された事実
エ 公的機関の立ち入り検査及び外部監査等
オ 公的機関から受けた行政処分等
カ 重要な会計方針の変更及び会計基準の制定、改廃
キ 業績及び業績見込みの公表、その他重要な開示事項の内容
ク 会計監査人の変更及び監査契約の変更に関する事項
ケ 内部統制システムの変更
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（９）子会社の取締役、監査役及び社員等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委
員会に報告するための体制
子会社の取締役、監査役及び社員等又はこれらの者から報告を受けた者が、子会社に著しい

損害を及ぼすおそれがある事実、その他重要な事実があることを発見したときは、直ちに当社
の監査等委員会に報告する。

（10）子会社の取締役及び監査役並びに社員等、前項の報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
当社は「内部通報規則」に準じ、通報窓口が通報・相談の受付、事実確認及び調査等で知り

得た秘密事項の漏えいを禁止し、漏えいした場合には「就業規則」等に従い処分を課す。ま
た、いかなる場合においても、通報窓口への通報・相談者に対する不利益な取扱いを禁止す
る。

（11）当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員が、その職務の執行について、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払い

等の請求をした場合は、必要でないと認められた場合を除き、当社は速やかに当該費用を支払
い、又は債務を処理する。

（12）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 取締役会と監査等委員会は、原則として四半期に一回、定例的に意見交換を行い、双方

の意思疎通を通じて監査の実効性を高めるよう努力する。
② 当社は、監査等委員会と会計監査人及び監査等委員会と監査部の連携を確保して、監査

等委員会による監査が実効的に行われる環境を整備する。
③ 当社は、監査等委員会が監査に必要と認める場合に、社外の専門家(弁護士、公認会計

士、税理士、コンサルタント等)を活用できることを保証する。
④ 当社は、監査等委員会による監査が円滑に行われるよう、監査等委員とグループ会社各

社の取締役、監査役及び社員等が情報交換し、意思疎通が図られる環境を整備する。
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（13）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
第53期事業年度中の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

① 当社の取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役会及び監査等委員会は、法令及び定款に照らし、各規則に基づいて取締役の職務
執行を監督し、また監査しております。
また、取締役の不正に関しては、監査等委員会へ通報する制度を整備し運用しておりま
す。

② 当社の社員等の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
取締役は、社員等（執行役員及び社員）が社内規則を遵守して職務を執行するよう、社
員等を指導しております。
監査部長は、社員等の職務の執行が法令及び、定款等に適合しているかを監査し、その
結果を代表取締役及び監査等委員会に報告しております。
また、社員の不正に関しては、業務監査室長へ通報する制度を整備し運用しておりま
す。

③ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役は、経営会議で、業務の執行ほか取締役会に上程される重要審議事項等を審議
し、また、取締役会においては、経営にかかわる重要事項を審議、決定しております。

④ 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
株主総会資料の作成、保存及び管理、また、取締役会の議事録、資料の作成、保存及び
管理は総務部が行っております。
取締役が出席するその他の定例会議については、事務局を担当する部課を定めて、その
議事録及び資料の作成、保存及び管理を行っております。

⑤ 当社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
当社は、事業の継続を妨げる危険を広範囲に予測し、それぞれの危機を対象とした管理
規則等を定めて損失の発生を回避し、又は軽減しております。
また必要に応じて顧問弁護士等社外の知識を動員して損失の拡大防止を図っております。

⑥ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループ戦略会議を年２回開催し、グループ会社全体の業務に関する必要な情報の共有
並びに、意見交換を通じて意識の疎通を図っております。
また、グループの基本方針に基づくグループ会社各社の体制整備状況・運用状況を確認
し、必要に応じて各社を指導するなど、グループ会社の業務の適正の確保に努めており
ます。
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⑦ 監査等委員会スタッフに関する事項並びに監査等委員会スタッフの当社の取締役からの
独立性に関する事項及び当社の監査等委員会の監査等委員会スタッフに対する指示の実
効性の確保に関する事項
当社は、監査等委員会スタッフとして社員を１名配置しております。
監査等委員会スタッフは、その職務については専ら監査等委員の指揮を受け、属する上
長等の指揮権から独立して監査等委員の補助業務を実施しております。

⑧ 当社の取締役及び社員等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会へ
の報告に関する体制
当社は、取締役及び社員等から職務の執行状況等に関して、監査等委員会に定期的に報
告を行っているほか、監査等委員から要請を受けた事項については、随時速やかに報告
を行っております。

⑨ 子会社の取締役、監査役及び社員等又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等
委員会に報告するための体制
常勤の監査等委員は、⑥に定めるグループ会社会議に出席し報告を受けるほか、主に連
結子会社に対する調査を実施し、当該子会社の取締役及び監査役等から報告を受けてお
ります。

⑩ 子会社の取締役及び監査役並びに社員等、前項の報告をした者が当該報告をしたことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制
前項の当該報告をしたことを理由として、不利な取扱を受けた事例はありません。

⑪ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員会に係る各種の職務執行費用につきましては、遅滞無く処理されておりま
す。

⑫ その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員会は定期的又は随時に会計監査人及び監査部と、監査結果等に関する情報交
換を行っており、監査等委員会は、効率的かつ実効的に監査を実施しております。
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（14）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社では、反社会的勢力による被害を防止するため、次の事項を反社会的勢力排除に向け

た基本方針としております。
① 反社会的勢力に対し、毅然とした態度を保持し、一切の関係を遮断する。
② 反社会的勢力とは、商品及びサービスの提供その他一切の商取引を行わない。
③ 反社会的勢力による不当要求等に対しては、外部機関と積極的に連携しながら組織とし

て対応し、これを拒絶する。
（整備状況）

当社は、就業規則等の行動規範に反社会的勢力に対する基本方針を明記するとともに、全
役職員への周知徹底に努めております。
また、総務部を統括部署として、公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟

するなど、関係機関及び顧問弁護士等との密接な連携により、不当要求が発生した場合に速
やかに対処できる体制を構築し、対応方法等について対応マニュアルを整備しております。
さらに、警備請負契約書等の取引契約書に反社会的勢力の関係排除条項を明記し、反社会

的勢力との商品及びサービスの提供その他一切の商取引を排除する仕組みを整備しております。

（15）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、剰余金処分につきましては、経営基盤のより一層の強化と今後の事業展開のため

に必要な内部留保を確保しながら、株主の皆様に業績に応じた利益還元を図るため、配当性
向を考慮しつつ、安定した配当を継続的に行うことを利益配分に関する基本方針としており
ます。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



連結計算書類

43

連 結 貸 借 対 照 表
(2025年２月28日現在)

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
運輸警備用現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
未 収 警 備 料
リ ー ス 投 資 資 産
貯 蔵 品
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
警 報 機 器 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

38,078,844
18,197,693
3,229,772
1,875,178
7,779,344
1,736,249
1,682,947
2,089,954
1,501,087
△13,383

25,443,548
13,818,704
3,382,267
4,743,794
4,210,424
512,423
969,793

3,018,035
8,606,808
3,743,492
1,855,188
210,929

2,514,534
425,269

△142,604

流 動 負 債 17,999,939
買 掛 金 2,726,699
短 期 借 入 金 1,516,206
リ ー ス 債 務 673,986
未 払 費 用 2,760,329
未 払 法 人 税 等 852,053
前 受 警 備 料 643,572
預 り 金 5,395,985
賞 与 引 当 金 1,398,050
役 員 賞 与 引 当 金 71,270
資 産 除 去 債 務 81,760
そ の 他 1,880,024

固 定 負 債 3,490,881
長 期 借 入 金 441,347
リ ー ス 債 務 817,968
繰 延 税 金 負 債 464,823
株 式 給 付 引 当 金 75,735
退 職 給 付 に 係 る 負 債 717,648
資 産 除 去 債 務 457,337
そ の 他 516,021

負 債 合 計 21,490,820
純 資 産 の 部

株 主 資 本 36,885,042
資 本 金 2,924,000
資 本 剰 余 金 3,013,544
利 益 剰 余 金 31,567,183
自 己 株 式 △619,686

その他の包括利益累計額 2,522,694
その他有価証券評価差額金 1,677,535
退職給付に係る調整累計額 845,159

非 支 配 株 主 持 分 2,623,836
純 資 産 合 計 42,031,572

資 産 合 計 63,522,393 負 債 純 資 産 合 計 63,522,393
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連 結 損 益 計 算 書
(20242025

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 71,417,635
売 上 原 価 55,678,750

売 上 総 利 益 15,738,884
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,407,458

営 業 利 益 4,331,425
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 109,867
受 取 保 険 金 107,251
そ の 他 113,521 330,641

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43,178
支 払 手 数 料 15,601
そ の 他 36,973 95,753
経 常 利 益 4,566,313

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 835
投 資 有 価 証 券 売 却 益 635,783 636,618

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 24,870 24,870

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,178,061
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,475,082
法 人 税 等 調 整 額 204,724 1,679,807
当 期 純 利 益 3,498,254
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 267,859
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,230,394
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連結株主資本等変動計算書
(20242025

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 2,924,000 2,998,458 29,214,200 △335,795 34,800,863
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △877,412 △877,412
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,230,394 3,230,394
自 己 株 式 の 取 得 △283,890 △283,890
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 15,086 15,086
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― 15,086 2,352,982 △283,890 2,084,178
当 期 末 残 高 2,924,000 3,013,544 31,567,183 △619,686 36,885,042

その他の包括利益累計額 非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 1,833,828 649,886 2,483,714 2,489,406 39,773,985
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △877,412
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 3,230,394
自 己 株 式 の 取 得 △283,890
連結子会社株式の取得
に よ る 持 分 の 増 減 15,086
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 ) △156,293 195,273 38,979 134,429 173,409

当 期 変 動 額 合 計 △156,293 195,273 38,979 134,429 2,257,587
当 期 末 残 高 1,677,535 845,159 2,522,694 2,623,836 42,031,572
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貸 借 対 照 表
(2025年２月28日現在)

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
運輸警備用現金及び預金
受取手形、売掛金及び契約資産
未 収 警 備 料
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
リ ー ス 投 資 資 産
貯 蔵 品
立 替 金
預 け 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
警 報 機 器
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 及 び 保 証 金
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

31,081,534
12,105,019
2,685,898
1,573,743
6,583,454
2,640,000
1,446,980
1,002,036
1,551,040
994,414
509,148
△10,202

20,907,933
6,273,305
1,047,648
4,037,049
508,322
447,379
232,905

2,760,495
359,764
781,347

1,619,383
11,874,133
3,528,369
5,158,434
1,802,902
1,272,720
143,655
△31,949

流 動 負 債 17,507,822
買 掛 金 2,855,064
短 期 借 入 金 1,061,169
関 係 会 社 短 期 借 入 金 3,030,000
リ ー ス 債 務 686,701
未 払 費 用 1,774,557
未 払 法 人 税 等 540,900
前 受 警 備 料 366,790
預 り 金 4,578,799
賞 与 引 当 金 1,107,905
役 員 賞 与 引 当 金 38,230
資 産 除 去 債 務 56,342
そ の 他 1,411,361

固 定 負 債 2,156,344
長 期 借 入 金 78,573
リ ー ス 債 務 814,699
繰 延 税 金 負 債 59,550
株 式 給 付 引 当 金 75,735
退 職 給 付 引 当 金 491,595
資 産 除 去 債 務 392,761
そ の 他 243,428

負 債 合 計 19,664,167
純資産の部

株 主 資 本 30,686,414
資 本 金 2,924,000
資 本 剰 余 金 2,993,018
資 本 準 備 金 2,781,500
そ の 他 資 本 剰 余 金 211,518

利 益 剰 余 金 25,389,082
利 益 準 備 金 236,500
そ の 他 利 益 剰 余 金 25,152,582
別 途 積 立 金 2,865,000
繰 越 利 益 剰 余 金 22,287,582

自 己 株 式 △619,686
評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,638,885
その他有価証券評価差額金 1,638,885

純 資 産 合 計 32,325,300
資 産 合 計 51,989,467 負 債 純 資 産 合 計 51,989,467
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損 益 計 算 書
(20242025

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 55,649,057
売 上 原 価 44,455,656

売 上 総 利 益 11,193,400
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,385,122

営 業 利 益 2,808,278
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 340,457
受 取 保 険 金 71,384
そ の 他 77,168 489,010

営 業 外 費 用
支 払 利 息 46,594
支 払 手 数 料 4,000
そ の 他 13,399 63,994
経 常 利 益 3,233,293

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 579,819 579,819

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 13,771 13,771

税 引 前 当 期 純 利 益 3,799,341
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 885,758
法 人 税 等 調 整 額 236,530 1,122,288
当 期 純 利 益 2,677,052
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株主資本等変動計算書
(20242025

年
年

３
２

月
月

１
28

日から
日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備
金

その他
資 本
剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,924,000 2,781,500 211,518 2,993,018 236,500 2,865,000 20,487,942 23,589,442

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △877,412 △877,412

当 期 純 利 益 2,677,052 2,677,052

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ― ― 1,799,640 1,799,640

当 期 末 残 高 2,924,000 2,781,500 211,518 2,993,018 236,500 2,865,000 22,287,582 25,389,082

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本

合 計
そ の 他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △335,795 29,170,664 1,803,346 1,803,346 30,974,011
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △877,412 △877,412
当 期 純 利 益 2,677,052 2,677,052
自 己 株 式 の 取 得 △283,890 △283,890 △283,890
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △164,461 △164,461 △164,461

当 期 変 動 額 合 計 △283,890 1,515,750 △164,461 △164,461 1,351,289
当 期 末 残 高 △619,686 30,686,414 1,638,885 1,638,885 32,325,300

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



監査報告書

49

連結計算書類に係る会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年4月16日

セントラル警備保障株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 弘 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 馬 渕 直 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、セントラル警備保障株式会社の2024年3月1日から

2025年2月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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計算書類に係る会計監査報告書

独立監査人の監査報告書
2025年4月16日

セントラル警備保障株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 弘 幸
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 馬 渕 直 樹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、セントラル警備保障株式会社の2024年3月1日か

ら2025年2月28日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



52

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい
る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について
報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年3月1日から2025年2月28日までの第53期事業年度における取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施いたしました。

（1） 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、グ
ループ会社に関わる重要な会議に出席し、必要に応じて子会社に赴き、事業の報告を求め、業務及び財
産の状況を調査いたしました。

（2） 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人から期初に監査計画の説明を受け、期中に必要に応じて会計監査人の監査に立ち会うと
ともに、その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年4月25日

セントラル警備保障株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 田端 智明 印
監査等委員 檜山 竹生 印
監査等委員 後藤 啓二 印
監査等委員 唐津 真美 印

以上
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セントラル警備保障株式会社
〒163-0831 東京都新宿区西新宿2-4-1 新宿NSビルTEL.03-3344-1711（代）

第53回定時株主総会会場ご案内図
会場：東京都新宿区西新宿二丁目４番１号
	 新宿ＮＳビル 30 階ＮＳスカイカンファレンス ホール A・B
	 ※受付は 9:00 より開始いたします。
	 ※新宿ＮＳビル 30 階へは１階北側よりスカイエレベーター（展望エレベーター）をご利用ください。
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交通：●ＪＲ（山手線・中央線・総武線・埼京線 )
	 ●京王線 ●小田急線
	 　各新宿駅「南口・西口」より徒歩約 10 分
	 ●都営地下鉄（新宿線 )・京王新線新宿駅「新都心口」より徒歩約５分
	 ●東京メトロ（丸ノ内線 )・西武（新宿線）各新宿駅より徒歩約 15 分
	 ●都営地下鉄（大江戸線 )・都庁前駅Ａ３出口より徒歩約５分
	 ※�駐車場のご用意はいたしておりません。ご来場の際は公共交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。

読みまちがえにくいユニ
バーサルデザインフォン
トを採用しています。
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電子提供措置の開始日2025年５月７日

第53回定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

■連結計算書類

連結注記表 ・・・ ５7 ページ

■計算書類

個別注記表 ・・・ ７1 ページ

自 2024年３月１日 至 2025年２月28日

セントラル警備保障株式会社
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連結注記表

１ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況
連結子会社の数 12社
主要な連結子会社の名称 エスシーエスピー株式会社

関西シーエスピー株式会社
新安全警備保障株式会社
ＣＳＰビルアンドサービス株式会社
長野県パトロール株式会社及びその子会社１社
株式会社特別警備保障
株式会社ＣＳＰクリエイティブサービス
シーティディーネットワークス株式会社及びその子会社１社
ＣＳＰ東北株式会社
東亜警備保障株式会社

株式会社ＨＯＰＥは、当社の連結子会社である長野県パトロール株式会社を存続会社とする吸収合併に
より消滅したため、連結の範囲から除外しております。

（2）持分法の適用に関する事項
関連会社１社（株式会社トーノーセキュリティ）は、当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法適用の範囲から除外しております。

（3）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
ア 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
イ 棚卸資産

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
ア 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに
2016年４月以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２年〜50年
警報機器及び運搬具 ２年〜17年

イ 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア

社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法を採用しております。
その他の無形固定資産

定額法を採用しております。
ウ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
ア 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

イ 賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上

しております。
ウ 役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上し
ております。

エ 株式給付引当金
役員への当社株式の交付に備えるため、給付見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上

しております。

④ 収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりであります。
なお、取引価格は、契約に明記されており、重要な変動対価や金融要素はありません。また、支払期限

については、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて契約によって定められた時期に対価を請求し、受
領しております。
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（セキュリティ事業）
ア 警備請負サービス

警備請負サービスは、顧客施設内の常駐警備、警報機器による機械警備、貴重品の運輸警備等のセ
キュリティサービスを履行義務としております。当該履行義務は、契約における義務を履行するにつ
れて顧客が便益を享受するため、一定期間にわたり履行義務が充足されると判断し、顧客との警備契
約期間に応じて収益を認識しております。
なお、機械警備サービス開始時に収受した警報機器設置工事料は、対応する機械警備サービス契約

期間にわたり収益を認識しております。
イ 工事・機器販売サービス

工事・機器販売サービスは、防犯カメラの設置販売や防災商品等、商品を顧客に対して引き渡す履
行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡した時点において充足されると判断し、顧
客への商品の引き渡し時点で収益を認識しております。

（ビル管理・不動産事業）
ウ 建物総合管理サービス

建物総合管理サービスのうち、清掃業務は、契約物件設備内の日常的な清掃業務を履行義務として
おります。当該履行義務は、契約における義務を履行するにつれて顧客が便益を享受するため、一定
期間にわたり履行義務が充足されると判断し、サービス提供期間にわたり収益を認識しております。
電気設備の保安業務等は、ビルメンテナンスに係る法定点検等を履行義務としております。当該履行
義務は、顧客がサービスを受けた時点で便益を享受するため、サービス提供時点で履行義務が充足さ
れると判断し、サービス提供時点で収益を認識しております。

エ 不動産賃貸サービス
不動産賃貸サービスは、オフィスビルや賃貸マンションの貸付業を行っております。これらの不動

産賃貸による収益は、「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸借契約期間にわたり計上してお
ります。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。
また、当社は功労のあった管理職に対して退職時に支給する特別功労金に備えるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を退職給付に係る負債に含めて計上しております。
ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

イ 数理計算上の差異の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと
しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部にお

けるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
ウ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都
合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑥ のれんの償却方法及び償却期間
５〜10年以内でその効果が発現すると合理的に見積られる期間にわたって均等償却しております。
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２ 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計セキュリティ事業 ビル管理・
不動産事業常駐警備 機械警備 運輸警備 工事・

機器販売 計
顧客との契約
から生じる収益 35,750,446 21,075,797 3,361,304 8,518,379 68,705,928 1,243,837 69,949,766

その他の源泉
から生じる収益 ― 805,620 ― 65,427 871,048 596,820 1,467,869

外部顧客
への売上高 35,750,446 21,881,418 3,361,304 8,583,807 69,576,977 1,840,657 71,417,635

（注）その他の源泉から生じる収益は、「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等であります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１ 連結計算書類作成のための基本

となる重要な事項に関する注記等（3）会計方針に関する事項④収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
であります。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の額及び時期
に関する情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 8,819,936
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 9,547,533
契約負債（期首残高） 576,384
契約負債（期末残高） 621,802
契約負債は、主に、警備請負サービスにおける前受警備料であります。契約負債は、収益の認識に伴

い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、430,090

千円であります。
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② 残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用

し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該履行義
務はセキュリティ事業に関するものであり、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が
見込まれる期間は以下のとおりであります。

（単位：千円）
当連結会計年度

１年以内 8,437,980
１年超２年以内 4,237,517
２年超３年以内 2,786,826
３年超 2,022,639
合計 17,484,963

３ 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。

４ 会計上の見積りの変更に関する注記
(資産除去債務の見積りの変更)

当連結会計年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい
て、退去時に必要とされる原状回復費用に関する新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行っておりま
す。
この見積りの変更による増加額248,746千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
なお、当該見積りの変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

191,319千円減少しております。

５ 追加情報
(取締役向け株式報酬制度)

当社の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）に対する株式報酬制度として、信託を用いた株式報酬制
度を導入しております。
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。
（1）取引の概要

当社が金銭を信託して設定した信託において取得した当社普通株式（以下、「当社株式」といいます。）
を、当社取締役会で決議した株式報酬規則に従って付与されるポイント数に応じ、取締役に交付する制度で
あります。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額により、純資産の部に自己株式として計上しておりま

す。当連結会計年度末の当該株式の帳簿価額及び株式数は、174,925千円及び35,900株であります。
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６ 連結貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
建物及び構築物 511,111千円
土地 433,809千円
計 944,920千円

② 担保に係る債務
短期借入金 113,480千円
長期借入金 228,179千円
計 341,659千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 27,657,960 千円

（3）財務制限条項
取引銀行３社とのシンジケートローン契約に基づく借入金には、下記の財務制限条項が付されておりま

す。
① 純資産維持

各事業年度末日における連結貸借対照表の純資産の部を、2018年２月期末日又は直近の事業年度末
日における純資産の部の75％に相当する金額のうち、いずれか高いほうの金額以上に維持すること。
② 利益維持

各事業年度における連結損益計算書に記載される経常損益に連結キャッシュ・フロー計算書における
減価償却費を加えた金額を、２回連続して負の値としないこと。
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（4）偶発債務
① 訴訟の提起
ア 当社は、東京地方裁判所において、2023年７月18日付（訴状送達日：2023年９月11日）で、あい
おいニッセイ同和損害保険株式会社から、損害賠償金として2,566,751千円の支払いを求める訴訟の提
起を受けました。

イ 当社は、東京地方裁判所において、2023年10月19日付（訴状送達日：2023年11月15日）で、三井
住友海上火災保険株式会社及び損害保険ジャパン株式会社から、損害賠償金として9,773,823千円の支
払いを求める訴訟の提起を受けました。

ウ 当社は、横浜地方裁判所において、2024年４月26日付（訴状送達日：2024年５月27日）で、株式
会社京三製作所から、損害賠償金として3,561,082千円の支払いを求める訴訟の提起を受けました。

② 訴訟の原因及び訴訟提起に至った経緯
当社の元従業員が、株式会社京三製作所（本店所在地：神奈川県横浜市鶴見区平安町二丁目29番地の

１）に対する現住建造物等放火罪等により逮捕され、その後、横浜地方裁判所にて有罪判決を受けまし
た。
株式会社京三製作所はあいおいニッセイ同和損害保険株式会社、三井住友海上火災保険株式会社及び

損害保険ジャパン株式会社との間で損害保険契約を締結しており、火災等の損害を補填するための保険
金が株式会社京三製作所に支払われました。これにより、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社、三
井住友海上火災保険株式会社及び損害保険ジャパン株式会社が損害賠償請求権を代位取得したため、当
社は損害賠償請求の訴訟の提起を受けました。また、株式会社京三製作所は当社の不法行為責任（使用
者責任）及び債務不履行責任を主張し、当社は損害賠償請求の訴訟の提起を受けました。

③ 当社の対応方針と今後について
当社は事実確認を行った上で適切に対応していく方針であります。なお、現時点では当社の業績に与

える影響を見込むことは困難であります。

７ 連結損益計算書に関する注記
(投資有価証券売却益)

当社が保有しておりました日本ハウズイング株式会社の全株式について、マルシアンホールディングス合
同会社が実施する日本ハウズイング株式会社の普通株式に対する公開買付けに応募し、当該株式を売却した
ことによる投資有価証券売却益579,819千円を特別利益に計上しております。
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８ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 14,816,692 株

（2）当連結会計年度末における自己株式の種類及び総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首

株式数(株)
当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

普通株式 221,678 102,836 ― 324,514
(注)１ 当連結会計年度末の自己株式（普通株式）には、株式交付信託が保有する当社株式35,900株が含

まれております。
２ 自己株式（普通株式）の株式数の増加102,836株は、2024年10月11日開催の取締役会の決議に

基づく自己株式の取得による増加95,300株、株式交付信託の取得による増加7,300株、単元未満
株式の買取りによる増加236株であります。

（3）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円) 基準日 効力発生日

2024年５月30日
定時株主総会 普通株式 438,708 30 2024年２月29日 2024年５月31日

2024年10月11日
取締役会 普通株式 438,703 30 2024年８月31日 2024年11月７日

(注)１ 2024年５月30日定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役向け株式報酬制度の導入によ
る株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金858千円が含まれております。

２ 2024年10月11日取締役会決議による配当金の総額には、取締役向け株式報酬制度の導入による株
式交付信託が保有する当社株式に対する配当金1,077千円が含まれております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
決議(予定) 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年５月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 435,842 30 2025年２月28日 2025年５月30日

(注)１ 配当金の総額には、取締役向け株式報酬制度の導入による株式交付信託が保有する当社株式に対す
る配当金1,077千円が含まれております。
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９ 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定し、また、資金調達については主

に銀行借入や社債発行による方針です。
② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金並びに未収警備料は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社グループの債権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行う
とともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。投資有価証券である株式は、市場の変動リス
クに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や財政状態等を把
握し、また取引先企業との関係を勘案して、保有状態を定期的に見直しております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。借入金並びに社債については、主に運転資金や

設備投資に必要な資金の調達を目的としたものです。
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価 差額

①リース投資資産 1,736,249 1,688,914 △47,335
②投資有価証券 3,541,504 3,541,504 ―

資産計 5,277,754 5,230,419 △47,335
①長期借入金 867,554 864,791 △2,762
②リース債務 1,491,954 1,456,355 △35,599

負債計 2,359,508 2,321,147 △38,361
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(注)１ 「現金及び預金」「運輸警備用現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「未収警備料」「立替
金」「買掛金」「短期借入金」「未払法人税等」「預り金」については、現金であること、もしくは短期
間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２ 市場価格のない株式等
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額

非上場株式（※１） 114,163

投資事業有限責任組合出資金（※１） 87,823
（※１）非上場株式、投資事業有限責任組合出資金は、「②投資有価証券」には含めておりません。

３ 長期借入金及びリース債務に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内に返済予定の長
期借入金及びリース債務を含めております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 3,541,504 ― ― 3,541,504
資産計 3,541,504 ― ― 3,541,504
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② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース投資資産 ― 1,688,914 ― 1,688,914
資産計 ― 1,688,914 ― 1,688,914

長期借入金 ― 864,791 ― 864,791
リース債務 ― 1,456,355 ― 1,456,355

負債計 ― 2,321,147 ― 2,321,147
（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

リース投資資産
リース投資資産の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務
リース債務の時価は、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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10 賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループでは、大阪府その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む。）を所有し
ております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価
4,130,900 6,074,973

(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２ 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額に基づい

て自社で調整した金額であります。ただし、第三者からの取得時や直近の評価時点から、一定の
評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合に
は、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

11 １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,719円24銭
(2) １株当たり当期純利益 222円04銭

12 その他の注記
（1）企業結合に関する注記

取得による企業結合
① 企業結合の概要
ア 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 阪急阪神ハイセキュリティサービス株式会社
事業の内容 常駐警備業

イ 企業結合を行った主な理由
関西地区での新たな取引基盤(当社強みの鉄道系企業との取引)を獲得することにより、大阪万博の開

催や大阪梅田エリアの再開発事業におけるセキュリティニーズを積極的に取り込むためであります。
ウ 企業結合日

2024年７月１日
エ 企業結合の法的形式

当社を吸収分割承継会社とし、阪急阪神ハイセキュリティサービス株式会社を吸収分割会社とする
吸収分割

オ 企業結合後の名称
セントラル警備保障株式会社

カ 取得企業を決定するに至った主な経緯
当社が現金を対価として、常駐警備事業を承継したためであります。
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② 連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2024年７月１日から2025年２月28日まで

③ 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 1,156,037千円
取得原価 1,156,037千円

④ 主要な取得関連費用の内訳及び金額
デューデリジェンス費用等 21,884千円

⑤ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
ア 発生したのれんの金額

356,146千円
イ 発生原因

今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。
ウ 償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

⑥ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 542,725千円
固定資産 586,689千円
資産合計 1,129,415千円
流動負債 147,031千円
固定負債 516,064千円
負債合計 663,095千円

⑦ 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法
重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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個別注記表
１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
ア 子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
イ その他有価証券

市場価格のない株式等
以外のもの

事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに
2016年４月以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物 ７年〜50年
警報機器 ２年〜10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
その他の無形固定資産

定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上してお

ります。
③ 役員賞与引当金

役員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しており
ます。

④ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。
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また、功労のあった管理職に対して、退職時に支給する特別功労金に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を退職給付引当金に含めて計上しております。
ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。

イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額

法により按分した額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

⑤ 株式給付引当金
役員への当社株式の交付に備えるため、給付見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上してお

ります。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点は以下のとおりであります。
なお、取引価格は、契約に明記されており、重要な変動対価や金融要素はありません。また、支払期限

については、契約条件に従い、履行義務の進捗に応じて契約によって定められた時期に対価を請求し、受
領しております。
（セキュリティ事業）
① 警備請負サービス

警備請負サービスは、顧客施設内の常駐警備、警報機器による機械警備、貴重品の運輸警備等のセキ
ュリティサービスを履行義務としております。当該履行義務は、契約における義務を履行するにつれて
顧客が便益を享受するため、一定期間にわたり履行義務が充足されると判断し、顧客との警備契約期間
に応じて収益を認識しております。
なお、機械警備サービス開始時に収受した警報機器設置工事料は、対応する機械警備サービス契約期

間にわたり収益を認識しております。
② 工事・機器販売サービス

工事・機器販売サービスは、防犯カメラの設置販売や防犯商品等、商品を顧客に引き渡す履行義務を
負っております。当該履行義務は、商品を引き渡した時点において充足されると判断し、顧客への商品
引き渡し時点で収益を認識しております。

（5）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算書類にお

けるこれらの会計処理の方法と異なっております。

２ 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１ 重要な会計方針に係る事項に関

する注記（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３ 会計上の見積りに関する注記
該当事項はありません。
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４ 会計上の見積りの変更に関する注記
(資産除去債務の見積りの変更)
当事業年度において、不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、退

去時に必要とされる原状回復費用に関する新たな情報の入手に伴い、見積りの変更を行っております。
この見積りの変更による増加額246,827千円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。
なお、当該見積りの変更により、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は189,420千円減

少しております。

５ 追加情報
(取締役向け株式報酬制度)
連結注記表「５ 追加情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

６ 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 20,683,950千円

（2）区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 2,207,590千円
長期金銭債権 99,490千円
短期金銭債務 576,406千円
長期金銭債務 121,674千円

（3）財務制限条項
連結注記表「６ 連結貸借対照表に関する注記 （3）財務制限条項」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。

（4）偶発債務
① 訴訟の提起
ア 当社は、東京地方裁判所において、2023年７月18日付（訴状送達日：2023年９月11日）で、あい
おいニッセイ同和損害保険株式会社から、損害賠償金として2,566,751千円の支払いを求める訴訟の提
起を受けました。

イ 当社は、東京地方裁判所において、2023年10月19日付（訴状送達日：2023年11月15日）で、三井
住友海上火災保険株式会社及び損害保険ジャパン株式会社から、損害賠償金として9,773,823千円の支
払いを求める訴訟の提起を受けました。

ウ 当社は、横浜地方裁判所において、2024年４月26日付（訴状送達日：2024年５月27日）で、株式
会社京三製作所から、損害賠償金として3,561,082千円の支払いを求める訴訟の提起を受けました。
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② 訴訟の原因及び訴訟提起に至った経緯
当社の元従業員が、株式会社京三製作所（本店所在地：神奈川県横浜市鶴見区平安町二丁目29番地の

１）に対する現住建造物等放火罪等により逮捕され、その後、横浜地方裁判所にて有罪判決を受けまし
た。
株式会社京三製作所はあいおいニッセイ同和損害保険株式会社、三井住友海上火災保険株式会社及び

損害保険ジャパン株式会社との間で損害保険契約を締結しており、火災等の損害を補填するための保険
金が株式会社京三製作所に支払われました。これにより、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社、三
井住友海上火災保険株式会社及び損害保険ジャパン株式会社が損害賠償請求権を代位取得したため、当
社は損害賠償請求の訴訟の提起を受けました。また、株式会社京三製作所は当社の不法行為責任（使用
者責任）及び債務不履行責任を主張し、当社は損害賠償請求の訴訟の提起を受けました。

③ 当社の対応方針と今後について
当社は事実確認を行った上で適切に対応していく方針であります。なお、現時点では当社の業績に与

える影響を見込むことは困難であります。

７ 損益計算書に関する注記
(関係会社との取引高)

（1）営業取引による取引高
関係会社に対する売上高 10,129,077千円
関係会社に対する警備委託料等支払高 6,051,869千円

（2）営業取引以外の取引高
関係会社に対する営業取引以外の取引高 275,221千円

(投資有価証券売却益)
当社が保有しておりました日本ハウズイング株式会社の全株式について、マルシアンホールディングス合同

会社が実施する日本ハウズイング株式会社の普通株式に対する公開買付けに応募し、当該株式を売却したこと
による投資有価証券売却益579,819千円を特別利益に計上しております。

８ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
株式の種類 当事業年度期首

株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末
株式数(株)

普通株式 221,678 102,836 ― 324,514
(注)１ 当事業年度末の自己株式（普通株式）には、株式交付信託が保有する当社株式35,900株が含まれ

ております。
２ 自己株式（普通株式）の株式数の増加102,836株は、2024年10月11日開催の取締役会の決議に

基づく自己株式の取得による増加95,300株、株式交付信託の取得による増加7,300株、単元未満
株式の買取りによる増加236株であります。
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９ 税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産
賞与引当金 336,692千円
資産調整勘定 288,784千円
退職給付信託財産 259,864千円
資産除去債務 137,964千円
一括償却資産 73,153千円
未払事業税・未払事業所税 71,104千円
基幹システム再構築に伴う損失 57,018千円
退職給付引当金 51,151千円
ゴルフ会員権等評価損 18,185千円
その他 294,613千円
小計 1,588,533千円
評価性引当額 △341,306千円

繰延税金資産合計 1,247,226千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △698,911千円
前払年金費用 △386,779千円
顧客関連資産 △178,085千円
資産除去費用の資産計上額 △25,434千円
その他 △17,566千円

繰延税金負債合計 △1,306,777千円
繰延税金負債の純額 △59,550千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.4％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0％
住民税均等割額 1.7％
税額控除 △1.7％
評価性引当額の増減 0.1％
その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.5％

（3）決算日後における法人税等の税率の変更
2025年３月31日、「所得税法等の一部を改正する法律」が国会で成立し、2026年４月１日以後に開始

する事業年度から防衛特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰
延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2027年３月１日以後に開始する事業年度に解消が見込ま
れる一時差異について、30.4％から31.5％に変更されます。
なお、この税率の変更による影響は軽微であります。

2025年04月25日 11時50分 $FOLDER; 76ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



76

10 関連当事者との取引に関する注記
(法人主要株主等)

（単位：千円）
属 性 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合
関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

東日本旅客鉄道
株式会社

被所有
直接25.5% 警備の受託 警備及び機器

工事の請負 9,811,864
未収警備料 2,009,180

売掛金 27,814

(注)１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
警備及び機器工事の請負についての価格その他の取引条件は、積算金額を基礎として交渉の上決定しております。

(子会社)
（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社

ＣＳＰビルアンド
サービス株式会社

所有
直接100.0％

資金の貸借
役員の兼任

資金の貸付 4,720,000 関係会社
短期貸付金 2,590,000

利息の受取 4,369 未収収益 451

株式会社特別警
備保障

所有
直接83.0％

資金の貸借
役員の兼任

資金の借入 1,000,000 関係会社
短期借入金 1,000,000

利息の支払 4,764 未払費用 3,362

東亜警備保障株
式会社

所有
直接74.7％

資金の貸借
役員の兼任

資金の借入 780,000 関係会社
短期借入金 780,000

利息の支払 3,281 未払費用 1,918

(注)１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
資金の貸借は、CMS(キャッシュ・マネジメント・システム)による取引であり、金利は市場金利を勘案して合理的に
決定しております。

(兄弟会社等)
（単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
等との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

その他の関係
会社の子会社

株式会社ＪＲ東
日本商事 なし

警備の受託
警備用設備機
器のリース

機械警備用設
備機器のリー
ス

200,716 長期リース債
務 673,435

(注)１ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
警備用設備機器のリース取引については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。
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11 １株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 2,230円53銭
（2）１株当たり当期純利益 184円01銭

12 その他の注記
（1）企業結合に関する注記

取得による企業結合
連結注記表「12 その他の注記 （1）企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。
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